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解 説

最近のレーザーとプラズマによる電子加速

小方 厚

Recent Progress and Perspectives of Laser-Plasma Acceleration

Atsushi OGATA

Abstract

Recent progress and perspectives of laser-plasma acceleration of electrons are given. The short history is ˆrst given,
and the subject is reviewed in such terms as plasma creation, plasma wave generation, test beam generation, mono-
energetic beam generation, plasma wave decay, and staging of injection and acceleration. Recent topics such as direct
acceleration, forced laser wake ˆeld acceleration, bubble or cavity formation, quasi-mono-energetic beams, etc. are in-
cluded.

. は じ め に

この小文では，加速対象を電子に限って，最近の

レーザー・プラズマ加速の動向を記述したい．

はじめにレーザー・プラズマ加速の歴史を眺めよ

う．始まりは 1979 年 Tajima-Dawson のプラズマ波

による進行波加速の提案である1)．この提案はレー

ザーでプラズマ波を作ることであったが，最初に実験

に成功したのは 1985 年，電子ビームでプラズマ波を

作る方法によってであった2)．Tajima-Dawson の論文

には今で言うビート波加速とレーザー航跡場加速が両

方とも記述されている．研究がスタートしたのは大パ

ワーレーザーを必要としないビート波加速で，阪大

レーザー研で 1992 年に最初に実験に成功した3)．い

っぽうのレーザー航跡場加速もひきつづき大パワー

レーザーの出現に後押しされ，1995 年に KEK を中

心としたチームが実験に成功した4)．

レーザー航跡場加速は最初はレーザーのパルス幅と

プラズマ波長をほぼ等しくする方法が考えられたが，

レーザーのパルス幅が長くてもそのパワーが大きけれ

ば大きな加速電場が得られることがわかった．自己変

調レーザー航跡場加速である5)．

加速器のエネルギー利得は加速勾配と加速長の積で

ある．強力なレーザー電場はレーザーの焦点付近でし

か得られない．この回折による制限のために加速長が

短く，加速勾配が大きくてもエネルギー利得が上がら

なかった．これを解決したのがレーザーのチャネリン

グであって，最初の成功6)以来いくつかの方法があ

る．ただし加速長を制限しているのは回折だけではな

く，このためにエネルギー利得はいぜん低迷してい

る．

加速器はふつう粒子源と加速部から成る．初期の

レーザー加速の研究では従来型加速器同様に，別に置

いた粒子源からの電子をプラズマ波で加速していた．

プラズマ波程度に継続時間の短いビーム源が望まれた

が，固体のレーザー衝撃により放出される電子を用い

る方法によりいちおう技術的に完成した．熱電子銃の

レーザー版であるが，いまでは rf 加速器にも用いら

れるに至っている7)．しかしレーザー・プラズマ加速

では，プラズマ電子をプラズマ波に捕捉してビーム化

するほうが主流となっている8)．

昨年は商業雑誌 Nature に，準単色ビーム生成の成

功を告げる論文が 3 本一挙に掲載された911)．ありて

いに言えば，ここ数年この分野ではめざましい成果が

なかったので，なにかアドバルーンを上げる必要に迫

られていたところに，タイミングよく産総研の準単色

ビーム実験の報告があったので12)，これに欧米人が

触発されたというところであろう．2004 年の段階で

はたまたま対数プロットに見つかったスペクトルの

「こぶ」を，線型でプロットして準単色ビームにこじ

つけた感がなきにしもあらずであった．しかしその後

の実験で準単色ビーム生成の再現性は大いに向上し，

またその生成機構の研究がレーザーがプラズマ中に作

るつくるバブル（空洞）の解明に結びつきつつある．
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図 3×1020 Wcm－2 のレーザー強度で得られた電子

のエネルギースペクトルの電子密度依存性13)．

図 産総研のレーザー航跡場加速実験装置41)．
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現在レーザー・プラズマ加速で得られた最大エネル

ギーは 300 MeV あたりであろう．図に，ペタワッ

トレーザーを用いた実験で得られたエネルギースペク

トルを示す13)．

このところレーザー・プラズマ加速の解説記事がい

ろいろな学会誌に掲載されている1416)．この小文で

はなるべくこれらと重複せず，しかも自己無撞着な解

説を目指したつもりであるが，これらの解説および著

者によるウェブからダウンロードできる教科書17)も

参照していただければ理解が深まるであろう．

. レーザー・プラズマ加速の現状

. 実験装置・原理など

図は産業技術研究所（産総研）でレーザー航跡場

加速の実験に使われている装置である．診断装置は研

究機関により特色があるかもしれないが，レーザーを

ガスジェットに入射し，中性ガスをプラズマ化すると

ともに，プラズマ中に波を立てる．波の電場で加速さ

れた高エネルギー電子を磁場によるエネルギー分析器

にかけるあたりは，どこの装置も似たようなものであ

る．この装置で加速された電子のスペクトルははなし

の順序の都合で，後で図に示す．

現在のレーザーによる電子加速の主流は，プラズマ

波による進行波加速である1)．レーザーパルスの前縁

が中性ガスをプラズマ化し，このプラズマ電子中にお

なじレーザーの動重力（ポンデロモーティブ力）が疎

密波を作る．この疎密波の位相速度 [p は，プラズマ

中の電磁波（この場合はレーザー）の群速度に等しく

[p＝c(1－v2
p

v2
0)

1/2

c (1)

である．ただし v0 はレーザーの周波数である．vp

はプラズマ周波数で，ne をプラズマ中の電子密度，e
を素電荷，e0 を真空の誘電率，me を電子質量として

vp＝(nee2

e0me)
1/2

, (2)

である．ただしプラズマ温度をゼロと近似している．

プラズマ波の電場を E とすれば，いちばん単純な

考え方では

eE＝mevpc, (3)

である．vp を ne を用いて書き直すと，覚えやすい形

eE[eV･cm－3]～n1/2
e [cm－3], (4)

になる．密度 1018 cm－3 で GeV/cm の加速勾配であ

る．相対論的な扱いでは，これが

eE＝[2(gp－1)]1/2mevpc, (5)

となる．ただし gp＝1/(1－bp)2, bp＝[p/c である．た

だしこれらは波の破壊限界における値で，実際にこの

ような電場ができるわけではない．ひとつのめやすと

考えた方がよい．

プラズマ波の電場は進行方向 longitudinal だけでな

く半径方向 transverse にも生じる．Panofsky-Wenzel
の定理により，これらは p/2 位相がずれる18)．電場

の符号は進行方向では加速・減速，半径方向では収

束・発散に対応する．テスト粒子が収束されつつ加速

される位相は，プラズマ波長の 1/4 区間に過ぎな

い．半径方向の電場をビームの収束に利用したのがプ

ラズマレンズである19)．

進行波型 RF 加速器では周期構造により位相速度の

低下をはかったが，プラズマ波ではこの，いわゆる遅

波構造の役割を式(1)がつとめる．この式から分かる

ように [p はプラズマ密度 ne に依存する．遅波構造と

いうハードウェアに比べると，プラズマ密度ははるか

に制御が難しい．これがプラズマ加速を困難にしてい

ると言ってもよい．プラズマ密度が大きいほど加速勾
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図 (a)障壁抑圧電離とトンネル電離．(b)外殻電子

の障壁抑圧電離に要するレーザー強度21)．
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配は大きいのだが，プラズマ波の位相速度は小さくな

るので，加速された光速の電子がプラズマ波を追い越

し，これが加速利得に限界を与える．これもプラズマ

加速がかかえる問題のひとつである．

プラズマ温度をゼロと近似すると，式(2)のプラズ

マ振動数には波数が含まれないので，プラズマ波の分

散線は k 軸に平行な直線である．RF 加速器では高次

モード（高調波）が存在し，高調波損失などの問題を

もたらすのに対し，ブラズマ加速器のモードはプラズ

マ周波数に対応するただ一つである．これはプラズマ

加速器の大きな長所である．ただし，RF 加速器は線

形領域で動作させるが，プラズマ加速器は非線形領域

で動作させたほうが性能がよいとされている．もちろ

ん，非線形動作では状況が複雑になる．

. プラズマ生成

プラズマを作るには，レーザーを中性ガスに入射し

さえすればよい．図(a)に示すように，原子のクー

ロンポテンシャルはレーザー電場のためにレーザー光

の周波数で振動する（図では右下がりに描いてある

が，右下がり・左下がりと振動する）．イオン化ポテ

ンシャルが振動振幅より浅い電子はそのまま放出され

る．この現象を障壁抑圧電離 barrier suppression
ionization という．また振動振幅がイオン化ポテンシ

ャルに及ばなくても，トンネル電離によるイオン化が

可能である20)．図(b)はヘリウム，窒素，アルゴン

について各外核電子を障壁抑圧電離するために必要な

レーザー強度を示したものである．ヘリウムは強度

1016 Wcm－2 のレーザーで瞬時にイオン化される．

このようにガスは瞬時にプラズマとなるので，もと

のガスが持っていた分布がそのままプラズマ分布とな

る．真空容器中で，レーザーの焦点付近だけにプラズ

マをつくりたいので，ガスジェットでミリメートルサ

イズのガス標的を作るのが一般的である．ジェット中

のガスの運動はプラズマ加速の時間スケールでは無視

できる．再現性のよいプラズマ分布の実現はガスジェ

ットの性能にかかっていると言ってもよい．ガスジェ

ットのノズルの設計は22)に記述されている．

. レーザーによるプラズマ波の生成

プラズマそのものの生成は上に述べたが，プラズマ

のなかにプラズマ波をたてるためにもレーザーを用い

るのが主流である．レーザーの強度を規格化ベクトル

ポテンシャルから導かれる「レーザー強度パラメー

タ」a0 で示す．レーザー波長 l0，真空の抵抗 V0＝

(m0/e0)1/2＝377 ohm を用いると

a0＝[ e2V0l2
0I

4p2(mc 2)2]
1/2

(6)

であるが，具体的には

a0＝1.07×10－9 l0(mm)I 1/2(W･cm－2), (7)

である．波長 1 mm のレーザーでは（実際は波長 800
nm の Ti:sapphire レーザーが用いられることが多い）

I～1018 Wcm－2 において a0～1 となる．

一本のレーザーを用いる方法では，レーザーのパル

ス長とプラズマ波長との大小で，標準的な方法と自己

変調法のふたつがあるとされてきた．標準的な方法で

はレーザーのパルス長をプラズマ波長に合わせ，線型

な波をたてる．「レーザー航跡場加速」はこの方法を

指す．

自己変調法は相対論的チャネリング可能な電力を持

ち，プラズマ波長より十分長いパルス幅を持つレー

ザーを用いる．レーザーの包絡線がプラズマ波長で変

調されるのが呼び名の由来である．最近では相対論的

チャネリング（これについては「レーザーのチャネリ

ング」の項で説明する）の領域では，レーザーのパル

ス幅が短くても非線形プラズマ波が効率よく生じるこ

とも分かってきた23)．この方法，強制航跡場加速

forced laser wake ˆeld acceleration がプラズマのイン

パルス応答を用いるものとすれば，自己変調法はステ

ップ応答を用いるものと言ってもよい．

図は強制航跡場加速の 1D シミュレーションであ

る23)．レーザーのパルス幅はプラズマ波長程度だ

が，標準的な航跡場加速がつくる正弦波ではなく，非
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図 強制航跡場加速の 1D シミュレーション三つの

時刻におけるレーザーのパルス波形とプラズマ

波．a0＝3, ne＝2×1019 cm－3 23)．
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線形な三角波が生成され，しかも ne＝2×1019 cm－3

において振幅は式(4)が与えるよりも大きく，800
GeV/m に及んでいる．レーザーパルスの立ち上がり

部分は変形するが自己変調法の場合のような「変調」

は見られない．

周波数差がプラズマ周波数に等しい 2 本のレー

ザーでプラズマ波を励起するのがビート波法である．

テラワットレーザー出現以前はこれが唯一のプラズマ

波励起法であった．一本レーザーの自己変調法も，実

は誘導ラマン散乱により生じる散乱波と入射波との

ビート波加速であると解釈することもできる．自己変

調を確実にするためにもう一本弱いレーザーパルスを

入れるというアイデアも，結果的にはビート波法と同

じことになる24)．1990 年代前半のビート波加速実験

は小さなレーザー出力で長時間かけてプラズマ波を励

起したので，プラズマ周波数がレーザーの周波数差に

ぴったり合うようにプラズマ密度を制御する必要があ

った．現在はパルス幅約 500 fs，エネルギー約 300
mJ のレーザー対を用いる計画が進んでいる．プラズ

マ密度への要求は航跡場加速並みにゆるやかになり，

しかも航跡場加速より一桁低いレーザーエネルギーで

GeV 電子が生成できるとされている16)．ビート波加

速に後述のチャネリングを導入した結果 4 倍のエネ

ルギー利得を得たという実験も報告された25)．

ビーム航跡場加速，すなわちレーザーでなく荷電粒

子ビームでプラズマ波をつくる進行波加速の研究も依

然として行われており，最近の SLAC の実験では 10
cm のプラズマで 2.7 GeV のエネルギー利得を得

た26)．この方法で SLC の 50 GeV のふたつの連続す

るバンチのうち，先行するバンチのエネルギーを犠牲

にして，後続のバンチのエネルギーを 100 GeV にす

るという計画がある27)．

最近はレーザーによる直接加速 direct laser ac-
celeration が話題になっている．研究者によって直接

加速ということばでイメージすることは多種多様であ

るが，ここでは「プラズマの存在下で」という条件の

ものとでの直接加速に限定する．レーザー強度が増大

するとプラズマ中に低密度チャネルやキャビティ（チ

ャネルの短いもの）をつくる．PIC シミュレーション

によれば，臨界プラズマ密度に近いとチャネル中に電

子電流，したがって電磁場が生じる28)．このメカニ

ズムはうまく説明できていないが，とにかくこの電磁

場がチャネル中に電子を閉じこめる．閉じこめられた

電子のベータトロン周波数とレーザー周波数が等しけ

ればレーザーエネルギーが直接電子を加速することが

できる29)．またこのような電磁場下でレーザの位相

が何かの理由でストカスティックにジャンプするとき

に電子が加速されることを示した計算もある30)．

. テスト電子の生成

加速電場はプラズマ波が与えるとして，加速されて

ビーム化する電子（テスト電子）はどのように供給す

ればよいか．電子がプラズマ波に捕捉されるために

は，閾値以上のエネルギーを持つ必要がある．この閾

値はまたプラズマ波の位相速度の関数でもある．詳し

い計算は17,31)を参照して頂きたい．実用化されている

加速器に従うとすれば，閾値を越えるエネルギーを持

つ電子は独立した電子源から得ることになる．レー

ザーで金属を衝撃し，飛び出す電子を rf で加速する

タイプの電子銃，レーザーフォトカソード電子銃はも

ともとはレーザー加速にビームを供給する目的で作ら

れたと言ってもよい．

ところが，図をごらんいただけばわかるように，

今日の多くの装置にはいわゆる電子銃は存在しない．

レーザーが生成したプラズマ電子には上に述べた閾値

を請えるエネルギーを持つものが存在する．このよう

な電子をプラズマ波が捕捉し，加速した結果を観測し

ているのである．非線形領域のレーザー航跡場加速で

は，プラズマ波の波頭は非線形な領域にまで成長した

後破壊し，このときプラズマ電子が後続の波頭の加速

位相に乗ると説明されている．

現在ではもっと積極的にプラズマ電子をかき集める

ことも行われている．最初の提案は，加速用のレー

ザーに，もう一本のレーザーを垂直に交差させるとい

うものであった8)．第 2 のレーザーの半径方向の航跡

場を用いて，第 1 のレーザーの加速位相にプラズマ

電子を集めるというこころみで，プラズマカソードと

か，ライラック（laser-injected laser accelerator すな

わち lilac）とか呼ばれる．
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図 (a)側面から見たガラスキャピラリー．（b)キャ

ピラリー軸に沿った放電．左のふたつの輝点は

ロートの入り口と出口．水平に長く狭い発光はキ

ャピラリーから34)．
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第 2 のレーザーを垂直ではなく同軸・反対方向か

ら入射して第 1 のレーザーとビートさせる方法もあ

る32)．また 1 本のレーザーを，プラズマの密度境界

に入射し，低密度側のプラズマ波を破壊することで，

高密度側にプラズマ波をつくり，この加速位相にプラ

ズマ電子を集めることもできる33)．この最後の方法

は東大で実験されている．

. レーザーのチャネリング

加速器における荷電粒子のエネルギー利得は加速勾

配と加速距離の積である．実験では，GeV/m ないし

10 GeV/m 台の加速勾配が得られているにもかかわら

ず，エネルギー利得は 100 MeV 台を出ていない．こ

れは加速距離が短いためである．レーザーを用いる加

速では，加速距離は

1) 焦点前後のレーザー強度が大きい距離すなわ

ちレイリー長（回折長 diŠraction length)
2) プラズマ波の位相速度と加速された粒子の速

度とのずれで制限される距離（脱位相長 dephas-
ing length)

3) レーザーがイオン化とプラズマ波の励起のた

めにパワーを失う距離（ポンプ減衰長 pump
depletion length)

の 3 者のうちもっとも短いもので決まるとされてき

た．しかし 1), 3)はともかく，2)はよくわからない．

現在では 1)による制限を回避する手段はほぼ確立

されている．ピークパワー P を持つレーザーの強度

は

I(r, z)＝
2P

pw2(z)
exp [－ 2r 2

w2(z)], (8)

である．ただし w(z)はスポットサイズで，進行方向

z へは

w(z)＝w0 (1＋z2

z2
R)

1/2

, (9)

にしたがって変化する．w0 はウェストサイズすなわ

ち焦点におけるビームサイズであるが，便宜的にレイ

リー長

zR＝
pw2

0

l0
, (10)

ではスポットサイズを一定と見なすことが多い．ただ

し l0 はレーザーの波長である．

加速利得は加速勾配と加速長の積である．スポット

サイズを小さくすれば焦点の電場すなわち加速勾配は

大きくなるがレイリー長すなわち加速長は小さい．レ

イリー長すなわち加速長を大きくしようとするとスポ

ットサイズすなわち加速勾配を小さくしなければなら

ない．レーザーが与えられれば加速利得は一定という

ことになる．これを解決するひとつの方法は光ファイ

バのようなものにレーザーを閉じこめてしまうことで

ある．光ファイバでは軸上で屈折率が最も大きく，軸

から離れるほど屈折率が小さくなっている．プラズマ

の屈折率は

N＝
c
[p
＝[1－(vp

v0)
2

]
1/2

, (11)

であって，vp はプラズマ密度の増加関数だから，軸

上でプラズマ密度がもっとも小さいチャネルを作れ

ば，レーザーは発散せず，一定の径で伝播する．

図は入り口にロートをつけた直径 60 mm のガラ

ス製キャピラリにより波長 1.053 mm のレーザーエネ

ルギーの 40 を 10 mm にわたって伝搬させた例で

ある34)．ちなみに真空中でのレイリー長は 490 mm で

ある．この実験ではエネルギー 10 J パルス幅 500 fs
のレーザーで 100 MeV の電子を得た．

図の場合はガラス管内壁からプラズマが発生し，そ

のプラズマ分布が中心部でおのずと小さくなったもの

と思われる．もっと積極的にガスを満たしたキャピラ

リーの z ピンチによりこのような分布をを作る方法も

ある35)．キャピラリーによらない方法もある36,37)．

大パワーレーザーの場では電子が相対論的に運動す

る結果質量が増大する．式(2)の分母の me が増大す

る結果 vp が小さくなると考えればよい．結局軸上で

屈折率が大きくなり，レーザーは発散しない．この

「相対論的チャネリング」を可能とするレーザーの臨

界出力は
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図 (a)エネルギースペクトルの電子密度依存性．

T cold
eff および T hot

eff は 2 成分ボルツマン分布に回帰

して得た．（b) ne＝1.5×1020 cm－3 において得た

準単色ビーム付近のエネルギー分布と，イメージ

ングプレートの生データ41)．
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Pc＝2c(mc 2

e )
2

(v0

vp)
2

＝17.5×109(v0

vp)
2

[W],

(12)

である．

また伝搬していくうちに，イオン化と航跡場生成の

ためにレーザー強度すなわちポンプが衰え，これが

3)をもたらす．この現象は後述するように，ある種

のランダウ減衰と解釈することもできる38)．

以下に Leemans39)に従い，加速距離とエネルギー

利得を示す．これらは式(6)で定義した a0 に依存す

る．式の導出は14,17)等を参考にしていただきたい．

まず加速距離であるが，回折による制限はレイリー

長程度である．この制限がないものとすれば a0≪1 の

ときは脱位相長が短く

Lphase＝
1
2

l3
p

l2
0
, (13)

であり，一方 a0≫1 のときはポンプ消耗長が短く

Lpump＝
a0

21/2p
l3

p

l2
0
, (14)

である．

対応するエネルギー利得を実用的な式とともに示

す．a0≪1 のときは脱位相長できまり，

DW～
pmec 2a2

0

2
l2

p

l2
0

～
630I[W/cm2]

n[cm－3]
[MeV], (15)

であり，一方 a0≫1 のときはポンプ消耗長できまり

DW～mec 2a2
0
l2

p

l2
0

～400
I[W/cm2]

ne[cm－3]
[MeV], (16)

である．

. 単色ビーム

2002 年までは，どのグループの実験結果でも加速

されたビームのエネルギースペクトルは，少し後で示

す図(b)34)と似たりよったりで，「プラズマ加速では

なくプラズマ加熱だ」と悪口を言われてきた．ただし

加熱といえば 3 次元温度が上がることだが，この場

合は 1 次元しかも一方向にのみ「加熱」されている

という違いはある．ところが 2003 年の産総研の発

表12,40)につづき，世界各国で準単色あるいは擬単色

ビームなるものが続々と発表された．図は最近産総

研から発表されたデータである41)．ブームの火付け

役になったデータと本質的には同じだが，分からない

ことがたくさんある．

図(a)によれば，プラズマ密度 2.0×1020 cm－3 あ

たりでエネルギー利得は最も大きい．加速距離は光学

的な測定から 500 mm と見積もられているが，a0＝

1.5, l0＝800 nm からポンプ消耗長・脱位相長を計算

するとどちらもおよそ 10 mm にすぎない．プラズマ

周波数によるレーザー周波数の変調が観測にかかって

いるので，加速のメカニズムに自己変調が関与してい

ると思われる．I＝5×1018 Wcm－2 からレーザー航跡

場加速のエネルギー利得を計算すると 10 MeV 程度

となるのだが，実験では 25 MeV という測定限界を

越えた高エネルギー電子が得られている．航跡場加速

で加速された電子が，さらに直接加速のメカニズムで

加速されているという解釈も成り立つ41)．この実験

では準単色ビームは，エネルギー利得を最大とするプ

ラズマ密度より低いプラズマ密度で得られた．逆に言

うと，準単色ビームを使うよりも，連続エネルギー

ビームから特定のエネルギーを持つ電子を選別した方
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図 キャピラリープラズマ中の加速の 2DPIC シミ

ュレーション．（a)軸方向位相面分布．(b) 4.6 ps
（1.4 mm）走った後のエネルギースペクトル34)．

図 第 2 のレーザーによりシングルバンチが生成で

きることを示す PIC シミュレーション8)．

図 ne＝6.3×1018 cm－3 における 3DPIC シミュレー

ション．(a）（b)はそれぞれ XZ 平面（偏光方向

に垂直でレーザー軸を含む）における電子密度と

レーザー強度．（c)はバブルの電子密度の 3D 立

体図で，ne＝2.3×1019 cm－3 の等電子密度面を表

す45)．
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が多数の電子が得られる．

ところで，図はすでに図に示したキャピラリー

導波路の 2 次元 PIC シミュレーションで，（a)は進行

方向位相空間分布を示している．このように先頭のバ

ンチのエネルギーが最も大きく，後続のバンチのエネ

ルギーは不揃いである．これをエネルギースペクトル

に直すと(b)を得る．（a)と比較できる実験データは

ないが，（b)は実験とよく合っている34)．

図からエネルギー幅が狭いビームを得るためにま

ず考えられることは，先頭のバンチだけを活かし，後

続のバンチをのぞいてしまうことである．図はこの

ためのひとつの手段で，古くから知られているもので

ある．すなわちふたつのレーザーパルスを用い，入射

タイミングを最初のレーザーが作る航跡場と，第 2
のレーザーが作る航跡場の位相が逆になるように選ぶ

と，1.5 サイクルのプラズマ波が生成し，ただひとつ

のバンチしか加速できないことになる．この図は

lilac の提案と同時に示されたものだが8)，最近はより

洗練されたかたちで詳細に計算されている42)．

この方法は 2 本の大出力レーザーが必要である．

最近はプラズマ電子からテスト電子を生成するのが主

流となっていることはすでに述べたが，この際テスト

電子を単一バンチで実現してしまえばよいという提案

がなされている43)．この方法では対向する 2 つのフ

ェムト秒レーザービームにより，定在波をつくる．

レーザー領域のプラズマは加熱され，プラズマ中の航

跡場に捕捉されるというシナリオである．

直接加速の項で述べたように，レーザーの出力が大

きくパルス幅が小さいと，レーザーパルスの背後にプ

ラズマ密度が希薄な領域すなわちバブル bubble ある

いは空洞 cavity が生じる．この空洞が単色ビーム生

成に結びつくであろうことは 2002 年に予想されてい

た44)．図は 3 次元 PIC が示すバブルである45)．

レーザーはプラズマ電子を前方に押しつける結果バブ

ルが生じる．半径方向に逃れた電子は回り込んでバブ

ルの根元で合流させられる．一部の電子がバブルのな

かに捕獲され加速される．

準単色ビームのエネルギースペクトルはどれも図

(b)と似ているが，その生成機構にはいくつかあるよ

うだ．LBNL はレーザーのチャネリングと準単色

ビーム生成とは深く関係すると主張していたが10)，

東京大学でもこの関係がより再現性よく確かめられて

いる．東大の場合はバブルの生成に ns および ps 領域

に存在するレーザーのプリパルスが大きな役割を果た

しているようである46)．原研関西研では図と同様

なガスジェットから，従来の概念ではプラズマ電子の

捕捉が困難とされてきた低密度領域で準単色ビームを

生成し，2 次元 PIC と照合している47)．単色ビーム

と孤立バンチとは必ずしも一対一に対応するわけでは

ない．しかしバブルやチャネリングが介在する場合の

バンチ数はただひとつとはいかないとしても，きわめ

て少数であろう．準単色ビームの発生にはプラズマ波

の波の数が少ないことが本質的で，「波の数が少ない」
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図 準単色ビーム生成条件の経験的スケーリング49)．
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ということは波が続く以前に破壊されてしまうという

ことらしい．

準単色ビーム生成条件のスケーリングは，文献 48
で理論的に検討されているが，ここでは産総研の小山

和義氏による経験則を紹介する49)．図はエネル

ギー利得をプラズマ密度とレーザーパワーの関数とし

て示したものだが，さまざまな準単色ビーム機構が存

在するように言われているにもかかわらず，きれいに

直線上に並んでしまうところが示唆に富んでいる．

単色ビーム発生については加速器学会誌にも論文が

掲載されている50)．あわせてお読みいただきたい．

. プラズマ波の減衰

図(a)でピーク値が刻々と減少することは，プラ

ズマ波そのものの減衰を示している．プラズマ波の減

衰要因として，少なくともイオン運動がもたらす減

衰，衝突減衰，ランダウ減衰の 3 つを挙げることが

できる．レーザー/プラズマ加速の分野ではイオンの

運動を無視して取り扱うことが多い．イオン運動がも

たらす減衰は，この近似の限界を示すもので，変調減

衰として研究されてきた51)．密度 1018 cm－3 のプラズ

マで減衰定数は 1012 s－1 程度になる．

最近の研究ではプラズマ振動よりも短い周期を持つ

イオン振動が観測されている52)．電子加速の結果生

じる荷電分離が静電場をつくり，そのまた結果として

帰還電流がレーザー強度が弱い周辺部分を流れる．こ

のイオン振動は帰還電流を担う電子がブネマン不安定

あるいはイオン音波不安定を起こすためである．この

振動の成長率を適当な仮定のもとで計算すると，密度

1018 cm－3 の水素プラズマでは g＝3.12×1012 s－1 とな

る．

プラズマ電子が強電場下で相対論的に運動すると，

質量が増加する結果動きが鈍くなり，プラズマ物理の

教科書の値（たとえば53)）よりも衝突周波数が減少

する．これを勘案すると，プラズマ波の減衰に対する

衝突の寄与は小さい54)．

ランダウ減衰はプラズマ電子の速度がプラズマ波の

位相速度に近づいたときにみられる現象である．外部

電子源でなく，プラズマ電子を捕獲してビームを生成

するときは特にこの減衰を考慮する必要がある．ビー

ム負荷，すなわちビームを加速するためのプラズマ波

の減衰は一般化されたランダウ減衰ということもでき

る．文献 38 ではランダウ減衰定数を脱位相長を用い

gL＝Lphase / c としている．この文献では強度 1018

Wcm－2,
波長 1 mm，パルス長 400 fs のレーザーで密度 3×
1019 cm－3 のプラズマ中で自己変調航跡場加速の実験

を行っているが，この場合のランダウ減衰の時定数は

2 ps 程度である．

Q 値は RF 線形加速器で，RF が加速管を伝わるあ

いだに失うエネルギーをあらわすパラメータで，単位

長さあたりの電磁場のエネルギーを単位長さあたりの

エネルギー損失で割ったものである．RF 線形加速器

の Q 値は 103 より大きい．ところが以上の数値例で

は周期 100 fs 程度のプラズマ波の減衰定数は ps 程度

であって，これからプラズマ加速器の Q 値を求める

と 10 以下となる．RF 線形加速器と比べるとプラズ

マ加速器はまことに quality が低い55)．したがってバ

ンチに対するイメージは RF 加速器とプラズマ加速器

ではかなり異なる．RF 線形加速器では RF 波の最適

位相に連続的にバンチを置くのがふつうである．プラ

ズマ波による加速が加速器として実現しても，ひとつ

のレーザーパルスに対してひとつの（せいぜい数個の）

バンチをおくことになるであろう．

. 電子源の独立

現在実用に供されている加速器では電子源と加速管

が別である．プラズマ加速器では，古典的な電子源・

プラス・プラズマという構成が考えられてきたが，最

近は電子源の部分もプラズマ化したうえで，やはり電

子源は独立させる構成が本命と考えられるようになっ

た．

図にふたつの例を示す．（a)は NRL で行われた

実験で，レーザーをふたつに分割してそれぞれをふた

つのガスジェットに集光する，最初に窒素ガスから

0.5 MeV のテストビームをつくり，これを第 2 の

レーザーでヘリウムプラズマ中に作った航跡場で 10
MeV にまで加速したと報告されている56)．（b)は東

京大学の単色ビーム計画で，ガスジェットで生成した

テストビームをキャピラリーで加速する46)．

. お わ り に

レーザーそのものについてもやはり本文では触れな

かった．レーザー・プラズマ加速器は超小型を標榜し
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図 Two staged gas jets at NRL, each for injection
and acceleration (a) NRL に行われた入射用・加

速用に別々なガスジェットを使う実験システムの

平面図と側面図56)，東大で計画されているガス

ジェットによる電子入射とキャピラリー加速のス

テージング(b)46)．
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ている．たしかに加速距離は短いが，ビームの電力源

であるレーザーはあまり小さくない．テーブルトップ

だが，何畳敷きというサイズのテーブルである．しか

し加速部分さえ小さければ，遮蔽すべき体積は小さく

てすむ．これとはべつに，学会発表では靴箱 shoe-
box サイズのテラワットレーザーが紹介されているの

で，真の「超小型」も可能であろう．

レーザー・プラズマ加速の実用化に際しては壁電力

wall plug power からビーム電力への変換効率が問題

になりそうだ．RF 線形加速器ではこれが 10 の

オーダーだが，現在のテーブルトップ・テラワット

レーザーでは，レーザー電力への変換効率すら 1 

に満たない．しかし慣性核融合では 20 のレーザー

電力への変換効率を目指しているとのことである．ま

た半導体レーザーには変換効率が 10 のものが出現

しつつある．RF 線形加速器との変換効率の違いを

オーダーの違いからファクターの違い程度に改良する

ことは夢ではない．

しかし現状では大電流レーザー・プラズマ加速器は

望めない．むしろ小電流でそのかわり低エミッタン

ス・小ビームサイズ・短バンチという方向に特色を持

たせ，そうした応用を探すことが現実的であろう．

ビームの面積を小さくすることでルミノシティを稼ぐ

作戦である．

本文では縦方向のビームサイズすなわちバンチ長に

ついては触れたものの，横方向については触れていな

い．横方向のビームサイズを決める要素のひとつはプ

ラズマ波長である．しかしプラズマを作り，プラズマ

波をつくるのはレーザーであるから，レーザーのビー

ムサイズもひとつの要素となる．横方向のエミッタン

スは 1 J, 30 fs のレーザーを密度 2.5×1019 cm－3 に照

射した実験におけるペッパーポット法による測定結果

が，（55±2)MeV の電子に対して（2.7±0.9) p mm
mrad と報告されている57)．

レーザー・プラズマ加速はエネルギーフロンティア

研究用の加速器を超小型で実現することを看板に掲げ

てきた．アメリカではいまでもこれが主流であるが，

日本ではこれとは別にこの原理を用い，より低エネル

ギーでも，どこにでも設置できる加速器を作ることで

加速器の用途を開拓しようという気運も高まってい

る．筆者等もかれこれ 10 年近く前にパルス放射線分

解用にレーザー・プラズマ加速器を使うことを提案し

たことがある58)．

レーザー・プラズマ加速器のかかえる最大の課題は

安定に動作させることであろう．現在最も加速勾配が

大きく単色化も容易と思われているのは自己変調航跡

場加速だが，これはラマン不安定というある種の不安

定性の応用であり，加速器としての実用化には不安が

あることは否めない17)．制御が困難なガスジェット

をレーザーの照射対象としなければならないなど，

ハードウェアにも問題が山積している．これらの問題

点の多くはやはり核融合の抱える問題点と共通してい

るように思える．

原稿作成に当たり，北川米喜氏，細貝知直氏，小山

和義氏，阿達正浩氏がビーム物理研究会で用いられた

パワーポイントを参考にさせていただきました．
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